
別紙1 2017/8/29

※色付きのセルのみ入力してください。また、行・列の挿入や削除は絶対に行わないでください。

○

○

○

〔 〕 ○

健康診査事業 事務事業評価シート

29年度(計画)

28年度(実績) 29年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

144100 健康診査事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 がんや疾病の早期発見

対象 がん検診推進事業に基づく、２０歳以上の市民(検診項目により対象年齢が異なる)

34,932

後援・協賛 補助・助成

27年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 34,932 34,932

【 事後評価 】平成 28 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 04 01 02

政策 2-6 健康づくりの推進
施策 1 健康づくりの支援

意図
定期的な検診受診により、がんや疾病の早期発見、早期治療を行い、医療費の削減及び健
康寿命の延伸を図る。 妥当である

見直し余地がある

○がん検診等を実施
　胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、乳がん検診、子宮頸がん検診、前立腺がん検診
　肝炎ウイルス検診、骨粗しょう症予防健診を実施
・疾病を早期発見するため検診を行い、要精密検査者に受診勧奨を行い、早期治療につなげる
・女性特有のがん（子宮頸がん、乳がん検診）において、無料クーポン券による受診勧奨を実施
する。
○ピロリ菌検診を実施
　検診の結果、陽性者には医療機関で精密検査を勧め、将来の胃がん発症を防ぐ。
○若年者（35歳節目）健康診査を実施
　健診機会のない若年者に生活習慣病健診を行い、生活習慣病の予防意識の普及啓発を図る。
○生活保護世帯（40歳以上）の方に健康診査を実施

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

委託

公
平
性

検診の目的である早期がんを発見するためには、受診者数の増加
と初回受診者を増やすことが必要である。市民に検診の意義を分
かりやすく伝え、受診行動を起こしてもらい、要精密検査となっ
た場合は速やかに精密検査を受けてもらうことが大切である。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

事業費の大半は検診委託料であり、受診率が向上するほど事業費
は増加する。通知書等の需用費や通信費等は予算削減に努めてい
る。がん検診事業は、検診専門機関に委託して実施しており、市
の職員は最低限の臨時補助員で対応している。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

③ 子宮頸がん検診対象者数 人
計画 24,263

24,263 24,263

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 28年度(実績)

② 乳がん検診対象者数 人
計画 21,504

① 大腸がん検診対象者数 人
計画 34,932

実績 21,504 21,504
21,504

％
50.0 50.0目標

24,263
実績

35.5実績

27年度(実績)成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い 概ね目標値どおり

③ 子宮頸がん検診受診率 ％

② 乳がん検診受診率 ％
目標

①

実績

大腸がん検診受診率

目標 50.0

実績 39.9

36.7

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

がん検診の重要性を普及啓発するために、各種検診申込み書と併せて、がん検診等のパンフレッ
ト（Ａ3両面カラー刷り）を作成し、全世帯に配布した。がんが身近な病気であることを認識し
てもらい、28年度は5大がん（胃・大腸・乳房・子宮・肺）の申込者数が増加した。（前年度と
比較し5.4％増）

【H28成果指標の設定根拠】
がん対策基本法(平成18年法律第98号)に基づき、国が策定した「がん対策基本計画」では、平成
24年度から５年以内に、がん検診(胃・肺・大腸・乳・子宮頸がん)の受診率50%(胃・肺・大腸は
当面40%)を達成することを目標に掲げている。
当市においては、平成28年度実績で胃17.5%・肺42.9%・大腸35.5%・乳41.4%・子宮頸がん33.3%
となっており、受診率50%の目標達成にむけて無料クーポン事業等の活用や、未受診者に対する
受診勧奨、住民が検診を受診しやすい日程等の実施に努めていく。集団検診ということで、働く
年代が受けにくいことも原因の一つと考えられることから休日検診や受診日程の拡大等取組む。

○ 目標値より低い

36.0

50.0

33.3

50.0
41.4
50.0

がん検診などの健康診査事業を実施し、病気を早期発見、早期治
療することは、市民の健康を守り、医療費を抑制するためには不
可欠である。

 受益と負担の適正化余地 検診料は、医療費の自己負担額と同様の３割を基準にしている。
また、７０歳以上の高齢者、６５歳から６９歳の後期高齢者被保
険者証を有する方、生活保護世帯、市民税非課税世帯は自己負担
を免除している。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括
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単位：千円 事業目的：がんや疾病の早期発見・早期治療のため、がん検診等を行う。

国が推奨する５大がん検診　⇒　胃がん、大腸、※乳房、※子宮、肺
県の補助事業あり　⇒　骨粗しょう症、肝炎ウイルス、生保の健康診査
市の単独事業　⇒　前立腺、ピロリ菌、３５歳の健康診査

※クーポン事業実施

骨粗しょう症予防検診（40・45・50・55・60・65・70歳）

○ ～

１　各種がん検診及び健康診査　H28年度　152,007千円　（H27年度154,412千円）
○各種がん検診委託料　130,823千円
　・胃・肺・大腸・＊乳（40歳以上）＊子宮（20歳以上）・前立腺（50歳以上）

　＊無料クーポン券による特定年齢の対象者に対する無料検診の実施
　 乳がん⇒40歳及び45・50・55・60歳の5年間未受診者

　　　子宮頸がん⇒20歳及び・25・30・35・40）5年間未受診者

　・肝炎ウイルス検診（40歳～79歳の未受診者）

  ・骨粗しょう予防検診（40・45・50・55・60・65・70歳）
　　 ・若年者健診（35歳節目） 生活保護世帯の健康診査（40歳以上）

  ・ピロリ菌抗原検査（20・25・30・35・40歳の男女）H27年度事業開始
  Ｈ28（対象者4,993人、受診者2,087人、受診率41.8％、陽性者238人、陽性率11.4％）

○検診委託料以外（21,184千円）
　システム改修委託料（648千円）ピロリ菌関連作業委託料（849千円）
　臨時補助員（4,370千円）　作業員賃金（1,674千円）消耗品（805千円）燃料費(51千円）
　印刷製本費（2,934千）修繕費（11千円）食糧費（53千円）通信運搬費（9,157千円）

　手数料（261千円）保険料（210千円）会場使用料（118千円）負担金（20千円）
　自動車税（23千円）

　 ２　結核予防　　　　Ｈ28年度3,531千円　　　（H27年度3,983千円）　　
　結核検診委託料　3,256千円　通信運搬費275千円

・65歳以上に結核健康診断を実施（11,132人） 　※H28年度受診率　51.4％
（結核検診受診者3,350人＋65歳以上肺がん検診受診者7,782人）　

《歳入》 （国1/2）がん検診　　　876千円　⇒　クーポン事業
（県2/3）健康増進　　3,975千円　⇒　骨粗しょう症、肝炎、生保健診
（雑入）成人病検診　15,962千円　⇒　各種がん検診自己負担料金

健康診査事業

課名 健康づくり課 内線

がんの早期発見・早期治療

健康福祉部 担当係長

がん検診等の実施

平成 28 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
瀬川　浩子 390

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名

財
源
内
訳

国・県 5,957

地方債

その他 15,923 15,962

事業概要

○がん検診等を実施
　胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、乳がん検診、子宮頸がん検診、前立腺がん検診
　肝炎ウイルス検診、骨粗しょう症予防健診を実施
・疾病を早期発見するため検診を行い、要精密検査者に受診勧奨を行い、早期治療につなげる
・女性特有のがん（子宮頸がん、乳がん検診）において、無料クーポン券による受診勧奨を実施
する。
○ピロリ菌検診を実施
　検診の結果、陽性者には医療機関で精密検査を勧め、将来の胃がん発症を防ぐ。
○若年者（35歳節目）健康診査を実施
　健診機会のない若年者に生活習慣病健診を行い、生活習慣病の予防意識の普及啓発を図る。
○生活保護世帯（40歳以上）の方に健康診査を実施

国の補助事業である「新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業」等を利用し、受診勧奨
を行い、継続受診だけでなく、初回受診者数を増やしていく。
がん検診の意義を広報、ＦＭはなまき等様々な手段を用いて、普及啓発を行うほか、保健推進委
員による声かけ、ポスター、チラシ等で検診日程をお知らせし、受診しやすい体制を整える。
市民が主体的に健康管理できるよう、様々な施策のサポートが必要。

事業を展開する上での課題、留意事項　／　意見・要望等

目

02

事業ｺｰﾄﾞ

144100

がん検診の実施は、健康増進法の規定により市町村の努力義務とされ、平成１０年度からは国の
指針に基づき実施している。

一般財源 136,515 134,725

事業名

年度 平成

39

一般

4,851

年度〕

04 01 健康診査事業

27年度
決算額(A)

事業説明資料

△ 1,790

28年度
決算額(B)

29年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

花巻市民の健康寿命の延伸・医療費の削減

事業開始の背景・経緯

事業費
158,395 155,538 △ 2,857

部重点施策における目標

健康に対する意識が高まっています。

事業期間 単年度繰返 期間限定 〔平成

△ 1,106


